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目的　本研究では都道府県ごとの不慮の窒息の年齢調整死亡率の動向を明らかにするとともに，都
道府県間差と関連する要因を特定した。

方法　人口動態統計より，2000-2020年における不慮の窒息による死亡データを入手した。また，
不慮の窒息死との関連を調べるため，各都道府県の人口学，経済，医療，および医学関連デー
タを政府統計より入手した。都道府県，性別，年ごとに不慮の窒息死の年齢調整死亡率を算出
し，2000年から2020年における年齢調整死亡率の年平均変化率を算出した。また都道府県を対
象とした生態学的研究により，年齢調整死亡率と都道府県の特性との関連を，線形混合効果モ
デルを用いたパネルデータ解析により探索した。

結果　2000年から2020年にかけて，男性ではすべての都道府県で年齢調整死亡率が減少傾向を示し
た一方で，女性では年齢調整死亡率が上昇している県が存在した。47都道府県中，39県におい
て男性の方が女性よりも年平均変化率の絶対値が大きく，年齢調整死亡率の減少度合いが大き
かった。回帰分析の結果，人口当たり課税所得は男女とも年齢調整死亡率と統計学的に有意に
負の関連を示した。また，男性においては，人口当たりの精神科を有する病院または精神科病
院の数が年齢調整死亡率と統計学的に有意な正の関連を示した。一方で，女性においては要支
援または要介護である高齢者の割合が年齢調整死亡率と統計学的に有意な正の関連を示した。

結論　都道府県の個人所得レベルと不慮の窒息死が関連する可能性が示唆され，今後個人データを
用いた社会経済状況と不慮の窒息死との関連に関する研究がまたれる。
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Ⅰ　は　じ　め　に

　不慮の事故は日本の若年層においては上位の
死因であり，不慮の窒息はその一種である1）。
そのため，子どもにおける不慮の窒息がしばし
ば着目されるが2），日本では不慮の窒息死は高
齢者で多く若年者での死亡数は比較的小さい1）。
2000年代において不慮の窒息死は上昇傾向を示
した一方，近年は減少傾向となっていることが
知られている1）。また，不慮の窒息の年齢を調
整した死亡率についても，1990年代から2000年

代にかけて減少している3）。しかしながら，日
本では毎年交通事故の 2 倍以上の人が不慮の窒
息により死亡しており1），不慮の窒息死に関す
る状況を把握しリスク要因を特定することが重
要である。
　国内において，人口動態統計をもとに不慮の
窒息の地域差やリスク要因を調べた研究はいく
つか存在する。ある研究では不慮の窒息による
死亡率の地域差を明らかにし，東北地方と中部
地方で死亡率が高いことを示した3）。また，冬
場において，子どもや青年における不慮の窒息
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死が高くなることが示されている4）。その他，
食べ物による窒息死の地域差を調べた研究にお
いて， １ 月 1 日から 3 日にかけて食べ物による
窒息死が多くなることが示され，餅の消費を考
えられる原因として挙げている5）。
　地域によって，不慮の窒息による死亡率の動
向は異なる可能性がある一方で，近年，不慮の
窒息死亡率の動向に都道府県間差があるかどう
かは明らかとなっていない。また，人口動態統
計をもとに不慮の窒息の年齢調整死亡率の関連
要因を探索した生態学的研究は見当たらない。
不慮の窒息のリスク要因を特定することで死亡
率が高い地域や死亡率が上昇している地域への
対処方法を検討することができる可能性がある。
　本研究では，不慮の窒息による年齢調整死亡
率の動向の都道府県間差を明らかにするととも
に，死亡率と関連する都道府県の特性を，政府
統計をもとに探索した。

Ⅱ　方　　　法

　2000年から2020年までの人口動態統計データ
を用いた1）。具体的には，年齢階級，性別，都
道府県ごとの不慮の窒息による死亡数を抽出し
た。該当するICD10コードは，W75-W84である。
年齢階級，性別，都道府県ごとの日本人人口の
データは，総務省による推計人口および国勢調
査の結果から入手した6）。年齢階級は， 0 - 4
歳から75-79歳まで 5 歳刻みの階級と80歳以上
の階級を用いた。
　都道府県における人口学，経済，医療，およ
び医学関連データを，不慮の窒息死との関連を
調べるために用いた。表 1 がそれら変数の詳細
である。人口，経済，医療関連のデータはすべ
て社会・人口統計体系の都道府県のすがたより
入手した7）。療育手帳および身体障害者手帳保
持者のデータは福祉行政報告例から8），精神障
害者保健福祉手帳保持者のデータは衛生行政報
告例より入手した9）。要支援または要介護であ
る高齢者の割合は介護保険事業状況報告から入
手した10）。ただし，人口動態統計の死亡以外の
都道府県属性について，人口は外国人を含む総

人口であり，高齢者は65歳以上の人である。
　統計解析について，2020年の男女それぞれの
日本人人口を基準人口として，不慮の窒息の年
齢調整死亡率を年，都道府県ごとに性別に算出
した。結果の見やすさを考慮して，2000年から
2020年まで 5 年おきの各都道府県における年齢
調整死亡率の結果を表として示した。また， 5
年おきのデータをもとに，年齢調整死亡率の年
平均変化率を算出した。年平均変化率は，年を
説明変数，年齢調整死亡率の対数値を目的変数
として線形回帰モデルを当てはめることにより
算出した。加えて，都道府県を変量効果とした
線形混合効果モデルをもとに都道府県の各特徴
と年齢調整死亡率の関連を分析した。年齢調整
死亡率は分布の歪度を補正するため対数変換し
た。また，都道府県の特徴データについて，
2000年から2018年までのデータについてすべて
の変数で入手可能であったため，19年分のデー
タをもとに線形混合効果モデルを当てはめた。
検定は両側検定を用い，ｐ値が0.05未満の場合，
統計学的に有意な関連があるとみなした。すべ
ての統計解析はR 3.6.3（https://www.R-proj 
ect.org/）を用いて行った。

表 1 　分析に用いた都道府県の特性 
説明変数 説明 データ元

総人口 総人口
総務省統計局の推
計人口および国勢
調査

人口密度 可住面積1ha当たりの総
人口

全国都道府県市区
町村別面積調

人口当たり課税所得 総人口当たりの課税所得 市町村税課税状況
等の調

人口当たりの病院数 総人口当たりの病院数 医療施設調査
人口当たりの診療所数 総人口当たりの診療所数 医療施設調査
人口当たりの救急告
示病院の数

総人口当たりの救急告
示病院数 医療施設調査

人口当たりの精神科
を有する病院または
精神科病院の数

総人口当たりの精神科
を有する病院および精
神科病院の数

医療施設調査

人口当たりの精神病
床の数

総人口当たりの精神病
床数 医療施設調査

療育手帳を有してい
る割合

総人口当たりの療育手
帳交付台帳登載数 福祉行政報告例

身体障害者手帳を有
している割合

総人口当たりの身体障害
者手帳交付台帳登載数 福祉行政報告例

精神障害者保健福祉
手帳を有している割
合

総人口当たりの精神障
害者保健福祉手帳交付
台帳登載数

衛生行政報告例

要支援または要介護
である高齢者の割合

65歳以上の被保険者に
占める要支援または要介
護者の割合

介護保険事業状
況報告
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　本研究は一般に公開されている公的統計デー
タを分析した研究であり，所属機関における倫
理審査は要しない。

Ⅲ　結　　　果

　表 2 が2000年から2020年にかけての各都道府
県における不慮の窒息の年齢調整死亡率とその
年平均変化率（男性）である。すべての都道府
県で，年平均変化率は負の値であり，年齢調整
死亡率が減少傾向を示していた。
　表 3 が2000年から2020年にかけての各都道府

県における不慮の窒息の年齢調整死亡率とその
年平均変化率（女性）である。ほとんどの都道
府県で，年平均変化率は負の値であったが，北
海道，福井県，宮崎県では正の値を示していた。
また，男性と比べて女性の方が年齢調整死亡率
の減少度合いが小さい傾向であり，47都道府県
中，39県において男性の方が女性よりも年平均
変化率の絶対値が大きかった。
　表 ４ が回帰分析の結果である。47都道府県×
19年分のデータを分析に用いたが， ２ つの観測
値に欠損データがあったため，891観測値の
データをもとに分析を行った。年と人口当たり

表 2 　2000年から2020年にかけての各都道府県における不慮 
　  の窒息の年齢調整死亡率とその年平均変化率（男性）

2000年 2005 2010 2015 2020 年平均変化率
（95％信頼区間）

北海道 10.7 11.3 　9.5 　8.7  8.0 −1.70（−2.40， −0.99）
青森 19.4 17.1 15.6 10.6 10.6 −3.30（−4.42， −2.16）
岩手 18.3 19.1 14.9 11.7  8.9 −3.79（−5.12， −2.45）
宮城 15.6 17.4 12.6 　9.9  7.6 −3.94（−5.50， −2.35）
秋田 17.3 17.0 17.4 11.3  8.2 −3.72（−5.84， −1.56）
山形 14.8 17.5 17.5 13.0  7.9 −3.04（−6.01， 　0.02）
福島 15.7 15.1 11.7 10.5  8.8 −2.97（−3.58， −2.35）
茨城 14.3 18.6 11.8 　8.5  5.6 −5.16（−7.86， −2.38）
栃木 10.1 　9.4 　7.3 　5.4  5.8 −3.27（−4.62， −1.90）
群馬 11.7 12.2 11.9 　7.2  6.1 −3.58（−5.72， −1.40）

埼玉 　9.8 11.0 　9.6 　6.5  5.4 −3.35（−5.26， −1.40）
千葉 10.6 11.0 　8.6 　6.3  5.2 −3.86（−5.12， −2.58）
東京 　9.0 　7.8 　7.1 　6.0  4.8 −2.94（−3.43， −2.45）

神奈川 　9.9 10.4 　9.3 　7.0  5.7 −2.94（−4.31， −1.56）
新潟 16.6 17.3 13.3 13.6  9.4 −2.73（−4.20， −1.24）
富山 21.7 16.2 11.6 14.5  8.1 −4.06（−6.33， −1.75）
石川 16.9 17.9 16.4 11.1  6.7 −4.51（−7.08， −1.88）
福井 14.3 15.2 13.7 12.4  9.1 −2.18（−3.59， −0.76）
山梨 10.3 12.2 10.9 13.1  7.7 −1.03（−3.69， 　1.71）
長野 14.2 12.9 12.3 11.1  6.4 −3.40（−5.47， −1.29）

岐阜 15.5 16.1 13.9 10.6  6.5 −4.23（−6.36， −2.05）
静岡 16.9 13.6 13.4 　9.2  7.1 −4.14（−5.30， −2.96）
愛知 18.3 17.6 11.7 　7.7  6.1 −5.88（−7.25， −4.50）
三重 18.7 16.4 14.3 　9.8  6.9 −4.89（−6.21， −3.55）
滋賀 20.4 16.6 10.9 　9.8  8.5 −4.44（−5.57， −3.31）
京都 14.2 10.8 　8.3 　6.3  5.1 −5.03（−5.35， −4.71）
大阪 11.9 10.5 　8.7 　7.6  5.9 −3.40（−3.85， −2.95）
兵庫 13.6 13.3 12.1 　8.8  7.1 −3.39（−4.64， −2.12）
奈良 11.9 　9.8 　7.0 　8.9  6.8 −2.39（−4.28， −0.48）

和歌山 19.4 14.6 11.6 　8.2  6.7 −5.25（−5.63， −4.86）

鳥取 22.5 13.9 13.6 12.3 10.8 −3.13（−4.75， −1.48）
島根 18.1 12.3 13.6 14.9 　8.8 −2.48（−4.98， 　0.09）
岡山 15.8 15.3 14.1 　9.4 　7.6 −3.84（−5.35， −2.31）
広島 12.8 12.4 12.2 10.8 　6.9 −2.74（−4.61， −0.83）
山口 13.3 10.4 　9.1 　7.9 　6.8 −3.18（−3.61， −2.76）
徳島 13.5 10.8 11.3 15.1 10.4 −0.37（−2.57， 　1.87）
香川 12.4 15.3 13.3 　9.8 　8.6 −2.33（−4.27， −0.36）
愛媛 19.6 13.0 14.8 12.4 10.3 −2.63（−4.16， −1.09）
高知 16.2 21.5 15.0 15.9 　9.6 −2.64（−5.34， 　0.14）
福岡 15.1 14.1 10.5 11.0 　8.2 −2.90（−3.99， −1.80）

佐賀 14.4 18.0 13.0 10.5 　9.9 −2.51（−4.33， −0.67）
長崎 11.9 11.3 12.4 10.8 　8.7 −1.32（−2.54， −0.08）
熊本 12.9 11.9 10.5 11.3 　9.2 −1.41（−2.22， −0.59）
大分 10.3 12.6 11.7 　6.1 　6.5 −3.22（−6.18， −0.15）
宮崎 14.7 13.6 12.3 10.9 　7.5 −3.08（−4.35， −1.79）

鹿児島 11.7 15.5 11.9 10.4 　7.0 −2.78（−5.28， −0.22）
沖縄 12.1 　9.2 12.5 11.7 　7.1 −1.64（−4.42， 　1.22）

表 3 　2000年から2020年にかけての各都道府県における不慮 
     の窒息の年齢調整死亡率とその年平均変化率（女性）

2000年 2005 2010 2015 2020 年平均変化率
（95％信頼区間）

北海道 　6.6 　8.0 　8.0 　7.8 　6.7 　0.03（−1.38， 　1.46）
青森 10.9 　8.7 　9.4 　7.7 　7.1 −1.92（−2.85， −0.99）
岩手 11.4 12.7 11.7 　7.5 　8.4 −2.23（−4.24， −0.18）
宮城 12.9 11.9 11.0 　9.6 　6.0 −3.45（−5.19， −1.69）
秋田 10.7 12.5 14.1 10.0 　6.5 −2.40（−5.51， 　0.81）
山形 11.4 　9.0 10.0 　9.0 　8.7 −1.05（−2.00， −0.09）
福島 11.2 10.9 10.3 　9.4 　7.3 −1.96（−2.95， −0.96）
茨城 　7.0 10.8 10.4 　8.2 　6.4 −0.86（−3.98， 　2.35）
栃木 　8.3 　9.7 　9.3 　4.2 　5.8 −3.06（−6.65， 　0.67）
群馬 　7.6 　9.1 10.3 　6.7 　4.4 −2.76（−6.08， 　0.68）

埼玉 　7.9 　9.8 　7.6 　6.3 　5.1 −2.58（−4.40， −0.72）
千葉 　8.7 　9.2 　8.5 　6.0 　4.7 −3.25（−5.00， −1.48）
東京 　6.7 　7.9 　6.5 　5.5 　5.0 −1.88（−3.19， −0.55）

神奈川 　7.8 　8.5 　8.5 　7.6 　5.2 −1.85（−3.82， 　0.16）
新潟 11.6 14.3 11.4 　9.5 　7.4 −2.57（−4.46， −0.65）
富山 　9.7 11.1 　9.0 　9.5 　8.7 −0.75（−1.80， 　0.32）
石川 11.8 11.8 12.9 　9.9 　7.4 −2.18（−4.02， −0.30）
福井 　5.4 12.0 12.2 13.4 　7.5 　1.56（−3.73， 　7.14）
山梨 11.0 　8.5 　9.8 　8.9 　6.5 −1.95（−3.60， −0.28）
長野 　9.0 11.7 11.4 　9.6 　5.1 −2.66（−6.26， 　1.09）

岐阜 14.6 13.8 12.8 11.4 　5.9 −3.92（−6.48， −1.29）
静岡 13.7 12.0 　9.9 　9.1 　5.5 −4.12（−5.62， −2.60）
愛知 16.2 14.0 10.6 　8.1 　5.0 −5.64（−6.91， −4.34）
三重 14.4 11.4 11.6 10.1 　6.6 −3.31（−4.84， −1.76）
滋賀 15.2 12.0 10.3 12.2 10.1 −1.60（−3.06， −0.11）
京都 10.2 　8.2 　9.2 　4.9 　3.0 −5.79（−8.62， −2.86）
大阪 　8.4 　8.3 　8.3 　7.2 　4.9 −2.45（−4.21， −0.66）
兵庫 11.0 12.2 11.7 　7.7 　6.2 −3.17（−5.32， −0.97）
奈良 10.1 　9.1 　8.5 　7.1 　4.6 −3.58（−5.14， −1.99）

和歌山 　8.6 11.5 　9.1 　8.4 　8.5 −0.68（−2.33， 　1.00）

鳥取 　9.8 　9.7 12.9 　5.2 　6.2 −3.00（−6.79， 　0.94）
島根 　9.0 　7.0 　9.9 11.5 　6.4 −0.38（−3.77， 　3.13）
岡山 　9.5 12.2 13.2 　8.1 　7.1 −1.99（−4.90， 　1.02）
広島 11.4 　7.3 　9.8 　8.5 　5.0 −2.93（−5.74， −0.04）
山口 　8.5 　7.4 　8.7 　7.6 　6.7 −0.87（−1.97， 　0.24）
徳島 　9.4 　9.2 　7.6 　9.2 　6.9 −1.22（−2.61， 　0.19）
香川 　5.2 　9.6 　9.0 　9.5 　5.0 −0.22（−4.88， 　4.67）
愛媛 10.3 　8.6 　9.7 　9.2 　8.4 −0.70（−1.65， 　0.25）
高知 18.9 10.4 10.1 14.0 　8.0 −2.80（−6.14， 　0.66）
福岡 　9.4 　9.3 　9.6 　9.1 　7.1 −1.16（−2.37， 　0.07）

佐賀 10.9 10.7 10.8 　9.0 　7.0 −2.11（−3.39， −0.82）
長崎 10.2 　9.6 　8.9 　9.7 　6.6 −1.69（−3.19， −0.16）
熊本 10.3 　8.3 　8.8 　7.9 　7.7 −1.28（−2.08， −0.48）
大分 　9.4 　8.3 　9.8 　8.5 　4.7 −2.67（−5.49， 　0.23）
宮崎 　6.1 10.6 　7.9 　9.0 　8.2 　0.85（−1.85， 　3.62）

鹿児島 　7.0 10.0 　9.0 　8.6 　6.9 −0.39（−2.60， 　1.88）
沖縄 10.2 　8.4 　9.6 　8.5 　4.6 −3.13（−5.83， −0.35）
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課税所得は男女とも年齢調整死亡率と統計学的
に有意に負の関連を示した。また，男性におい
ては，人口当たりの精神科を有する病院または
精神科病院の数が年齢調整死亡率と統計学的に
有意に正の関連を示した。一方，女性において
は要支援または要介護である高齢者の割合が年
齢調整死亡率と統計学的に有意に正の関連を示
した。

Ⅳ　考　　　察

　本研究では2000年から2020年までの各都道府
県における不慮の窒息の年齢調整死亡率の動向
を明らかにするとともに，その関連要因を探索
した。以下では，示された関連の要因について
考察する。
　男性においては，人口当たりの精神科を有す
る病院または精神科病院の数が年齢調整死亡率
と統計学的に有意に正の関連を示した。関連の
要因として，精神科を有する病院または精神科
病院の数が多い都道府県に精神疾患の患者が多
い可能性と，精神科を有する病院または精神科
病院において窒息事故が起きている可能性が考
えられる。精神疾患の患者は疾患や薬物の副作
用により嚥下障害を起こしやすいことが知られ
ている11）12）。特に，統合失調症は嚥下障害や窒
息との関連が強いことが知られており12）13），統
合失調症の患者の数が窒息事故に影響している
可能性がある。
　人口当たり課税所得は男女とも年齢調整死亡

率と統計学的に有意に負の関連を示した。個人
の社会経済要因により，咀嚼能力や嚥下能力な
どの口腔機能に差があることが要因として考え
られる。口腔内の健康について社会経済格差を
示す研究は日本でも存在し，歯科サービスの受
診は個人の所得水準に影響を受けることが知ら
れている14）。また，低い社会経済状況と歯の数
が関連することも知られている15）。歯の喪失は
嚥下障害のリスク要因であり16），口腔機能の差
が窒息死の差に関連している可能性がある。ま
た，高齢者において認知および身体的フレイル
ティや認知症は嚥下障害のリスク要因であり17），
日本において高齢での認知機能や身体機能は社
会経済状況に影響を受けることが知られてい
る18）19）。よって，社会経済状況が口腔機能や認
知機能を通して窒息死と関連している可能性が
考えられる。女性において要支援または要介護
である高齢者の割合が年齢調整死亡率と統計学
的に有意に正の関連を示した要因についても，
高齢者のフレイルティが関係している可能性が
ある。
　女性では，不慮の窒息の年齢調整死亡率が上
昇傾向を示す県も存在したため，今後その要因
を検討することが重要である。また，人口当た
りの課税所得と年齢調整死亡率にも関連がみら
れたため，今後個人データをもとにその関連を
検証する意義があると考えられる。同時に，考
察にていくつかの考えられる要因を記載したが，
社会経済状況と不慮の窒息との関連のメカニズ
ムを特定することも今後，不慮の窒息を予防す

表 4 　回帰分析の結果（ｎ＝891）

説明変数
男性

ｐ値
女性

ｐ値標準化偏回帰係数
（95％信頼区間）

標準化偏回帰係数
（95％信頼区間）

年 −0.63 （−0.80， −0.46） 0.00 −0.34 （−0.57， −0.11） 0.00
総人口 −0.17 （−0.51， 　0.16） 0.35 　0.07 （−0.36， 　0.50） 0.76
人口密度 −0.10 （−0.43，  0.23） 0.55 −0.21 （−0.61， 　0.19） 0.35
人口当たり課税所得 −0.23 （−0.39， −0.05） 0.01 −0.37 （−0.57， −0.13） 0.00
人口当たりの病院数 　0.02 （−0.31，  0.32） 0.89 −0.04 （−0.42，  0.37） 0.85
人口当たりの診療所数 −0.09 （−0.26，  0.08） 0.34 −0.01 （−0.23， 　0.19） 0.94
人口当たりの救急告示病院の数 −0.09 （−0.24，  0.09） 0.31 −0.12 （−0.33，  0.09） 0.26
人口当たりの精神科を有する病院または精神科病院の数 　0.27 （　0.09，  0.47） 0.01 　0.14 （−0.09， 　0.40） 0.28
人口当たりの精神病床の数 −0.24 （−0.55，  0.11） 0.12 −0.23 （−0.63， 　0.13） 0.23
療育手帳を有している割合 　0.01 （−0.15，  0.18） 0.91 −0.07 （−0.29， 　0.15） 0.52
身体障害者手帳を有している割合 　0.03 （−0.09，  0.15） 0.64 　0.14 （−0.02， 　0.29） 0.09
精神障害者保健福祉手帳を有している割合 −0.01 （−0.14，  0.11） 0.88 −0.12 （−0.29， 　0.03） 0.15
要支援または要介護である高齢者の割合 　0.10 （−0.01，  0.22） 0.11 　0.16 （　0.01，  0.32） 0.04
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る上で重要である。さらには，精神科病院の数
との関連に関して，全国での精神科病棟での不
慮の窒息の件数を調査することも有意義である
と考えられる。
　研究の限界として，窒息事故に関連するいく
つかのリスク要因のデータを入手できなかった。
嚥下障害や脳血管障害の既往が窒息と関連する
ことが知られているが20），これらの変数につい
て都道府県および年ごとのデータは入手できな
かった。同様に，各精神疾患の患者数について
も毎年のデータは入手できなかった。今後，こ
れらのリスク要因を加味した分析も有用である
と考えられる。また，これは生態学的研究であ
り，生態学的誤謬が存在する可能性はある。一
方，本研究の強みは全国を代表する人口動態統
計データをもとに分析を行った点である。

Ⅴ　結　　　語

　本研究では，不慮の窒息の年齢調整死亡率の
動向の都道府県間差を明らかにするとともに，
死亡率と関連する都道府県の特性を，政府統計
をもとに探索した。分析の結果,　男性ではす
べての都道府県で年平均変化率は負の値であり，
年齢調整死亡率が減少傾向を示していた。不慮
の窒息による死亡率と都道府県特性との関連を
調べる回帰分析の結果，人口当たり課税所得は
男女とも年齢調整死亡率と統計学的に有意に負
の関連を示した。また，男性においては，人口
当たりの精神科を有する病院または精神科病院
の数が年齢調整死亡率と統計学的に有意に正の
関連を示した。一方，女性においては要支援ま
たは要介護である高齢者の割合が年齢調整死亡
率と統計学的に有意に正の関連を示した。
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